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漁業収入安定対策事業の運用について 
 

２２水漁第２３２４号 平成２３年 ３月２９日 制  定 
２３水漁第２０５６号 平成２４年 ４月 ６日 一部改正 
２４水漁第１６８６号 平成２５年 ２月２６日 一部改正 
２５水漁第１８１１号 平成２６年 ３月２０日 一部改正 
２８水漁第１６５５号 平成２９年 ３月２８日 一部改正 
３０水漁第 ３４５号 平成３０年 ６月１１日 一部改正 

  ３０水漁第１５５８号 平成３１年 ３月２７日 一部改正 
２ 水漁第１６４７号 令和 ３年 ３月２６日 一部改正 
３ 水漁第１９４１号 令和 ４年 ３月３０日 一部改正 
４ 水漁第１４９１号 令和 ５年 ３月３０日 一部改正 
５ 水漁第１６２７号 令和 ６年 ３月２８日 一部改正 
６ 水漁第１９３１号 令和 ７年 ３月３１日 一部改正 

 
 

 
水産庁長官通知 

 
第１ 漁業収入安定対策事業 
１ 資源管理等推進収入安定対策事業に係る積立契約申込書 

漁業収入安定対策事業補助金交付等要綱（平成 23 年３月 29 日付け 22 水漁第 2323

号農林水産事務次官依命通知。以下「交付等要綱」という。）別紙３の１の（２）に

規定する資源管理等推進収入安定対策事業の加入申請は、別記様式第１号により行う

ものとする。なお、交付等要綱別紙１の（４）に定める新規就業者については、別記

様式第３号の新規就業者確認書により漁業協同組合（以下「漁協」という。）の確認

を受けることとし、加入申請（初回に限る。）に際し、その写しを共済組合に提出す

るものとする。 
 ２ 資源管理等推進収入安定対策事業に係る積立契約変更手続 

交付等要綱別紙３の３の（２）に規定する積立契約の変更申請は、別記様式第１号

により行うものとする。申込を受けた共済組合は、当初契約の積立契約申込書と合わ

せて保管する。 
３ 資源管理等推進収入安定対策事業に係る口座振替の手続 

交付等要綱別紙３の１の（２）のウの（ア）の①に規定する積立金の拠出に係る口

座振替の手続は、当該契約に係る加入期間開始日の前日までに、漁業共済組合を経由

して全国漁業共済組合連合会（以下「漁済連」という。）に「預金口座振替依頼書」

（別記様式第２号）を提出することとする（特別な事由があるとして、漁済連が認め

る場合を除く。）。 
４ 資源管理等推進収入安定対策事業の契約単位 

資源管理等推進収入安定対策事業の積立契約は、交付等要綱別紙３の１の（２）の
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アの規定により共済契約ごとに行うほか、第１号漁業、漁協一括契約、集団契約及び

共同経営の場合は以下のとおり構成員ごとに行うことができるものとする。 
（１）第１号漁業 

積立契約は共済契約の構成員ごとに行うこととし、共済契約全体を共済掛金の負

担割合（以下「持分割合」という。）に応じて配分して構成員ごとの積立可能額を

算出する。 
（２）漁協一括契約 

積立契約は共済契約の構成員ごとに行うこととし、構成員ごとの単位共済限度額

により積立可能額を算出する。 
（３）集団契約 

積立契約は共済契約の構成員ごとに行うこととし、共済契約全体を持分割合に応

じて配分して構成員ごとの積立可能額を算出する。 
（４）共同経営 

積立契約は共済契約の構成員ごとに行うこととし、共済契約全体を持分割合に応

じて配分して構成員ごとの積立可能額を算出する。 
５ 養殖共済における標準出荷価格の設定 

交付等要綱別紙３の１の（２）のイの（イ）の①に規定する標準出荷価格は、水産

庁長官が毎年度、養殖共済の種類ごとに、過去５年中の最高年と最低年を除いた平均

出荷価格の総和平均（過去５年に異常年がある場合は当該年を除いた年の総和平均）

（交付等要綱別紙３の１の（２）のイの（イ）の①に規定する強度漁場改善タイプ契

約において、総和平均が以下により算出される下限価格を下回る場合は、当該下限価

格）として算出し公表するものとする。 
強度漁場改善タイプ契約における標準出荷価格の下限価格 
＝前年の標準出荷価格×１００分の９５ 

６ 養殖共済における標準目回りの設定 
交付等要綱別紙３の１の（２）のイの（イ）の①に規定する標準目回りは、水産庁

長官が毎年度、全国一律に、養殖共済の種類ごとに、養殖終了時の平均的な重量を算

出し公表するものとする。 
７ 養殖共済における当該年出荷価格の設定 

交付等要綱別紙３の１の（２）のエの（イ）に規定する当該年出荷価格は、水産庁

長官が毎年度、養殖共済の種類ごとに、算出し公表するものとする。 
８ 第１号漁業等における補助相当額の返還について 

第１号漁業の共済契約、漁協一括契約及び漁業者集団契約において、当該共済契約

の締結時に、当該契約を構成する個々の漁業者が負担する共済掛金の額を漁業共済組

合に報告している場合、交付等要綱別紙３の４の（１）に規定する漁業共済資源管理

等推進特別対策事業による補助相当額の返還は、交付等要綱別紙３の４の（１）に掲

げる場合に該当することとなった漁業者が負担した共済掛金の額に係る漁業共済資源

管理等推進特別対策事業による補助額について行うものとする。 
９ 共済金及び積立金による相殺 

交付等要綱別紙３の４の（１）に規定する漁業共済資源管理等推進特別対策事業に
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基づく補助相当額及び積立契約における払戻額から積立金を差し引いた額の返還につ

いては、返還の対象となる漁業者に対し支払われる漁業共済の共済金及び当該漁業者

に対し返還する積立契約に係る積立金をもって相殺することができるものとする。 
10 漁業法令違反に関する報告等 
（１）交付等要綱別紙３の４の（３）に規定する、国又は都道府県から漁業法令違反を

理由として逮捕又は任意の取調べを受けた漁業者からの報告を受けた漁協は、その

旨を当該地域の漁業共済組合及び当該漁業者が参加する資源管理協定を管轄する資

源管理協議会等に報告するものとし、当該漁業共済組合は、漁済連に報告するもの

とする。 
（２）国又は都道府県は、漁業収入安定対策事業に加入する漁業者に漁業法（昭和２４

年法律第２６７号）第１２０条第１１項（同法第１２１条第４項において準用する

場合を含む。）に基づく命令を行った場合には、速やかにその旨を所管する資源管

理協議会等に報告するものとする（当該資源管理協議会等は、当該漁業者が参加す

る資源管理協定を管轄する資源管理協議会等が別にある場合には、当該資源管理協

議会等にその旨を報告するものとする。）。 
（３）（２）の報告があった場合には、資源管理協議会等は、当該地域の漁業共済組合

にその旨を報告するものとし、当該共済組合は、その旨を漁済連に報告するものと

する。 
（４）漁済連は、（１）又は（３）による報告があった時点で、対応する積立契約に係

る積立金の払戻を停止するものとする。 
（５）（１）の場合において、漁協は、当該違反により刑に処せられた若しくは処せら

れなかった又は行政処分（漁業法第 28 条の規定による処分を除く。以下同じ。）

を受けた若しくは受けなかったことの報告を受けたときは、その旨を速やかに当該

資源管理協議会等に報告するものとする。 
（６）国又は都道府県は、（２）の場合において、当該命令に係る処分が行われること

若しくは行われないことが確定した場合及び漁業収入安定対策事業に加入する漁業

者に対し漁業法令違反により行政処分が行われることが確定したときは、所管する

資源管理協議会等にその旨を報告するものとする（当該資源管理協議会等は、当該

漁業者が参加する資源管理協定を管轄する資源管理協議会等が別にある場合には、

当該資源管理協議会等にその旨を報告するものとする。）。 
（７）（５）又は（６）の報告があった場合には、資源管理協議会等は、当該処分が交

付等要綱別紙３の４の（１）のイの要件に該当するか判断し、漁業共済組合に通知

するものとし、当該漁業共済組合は、漁済連に通知するものとする。 
（８）（７）の通知があった場合には、漁済連は、交付等要綱別紙３の４の（１）のイ

の要件に該当する場合には、交付等要綱別紙３の４の（１）に基づき、漁業共済資

源管理等推進特別対策事業による補助相当額の返還を行い、当該要件に該当しない

場合には、（４）で停止した積立金の払戻しを解除するものとする。 
（９）（１）又は（３）による報告があった日から１年を経過した日までにおいて、（５）

の報告を漁業者から得られない場合には、資源管理協議会等は当該違反に係る情報

を収集等し、（４）で停止した積立金の払戻しの扱いについて、検討することとす
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る。なお、資源管理協議会等が当該検討を行った場合は、当該漁業者の所属する漁

協に検討結果を報告することとする。 
11 漁業共済資源管理等推進特別対策事業の交付 

交付等要綱第３の（１）の補助は、補助対象である漁業者に交付するのに代えて、

補助対象の共済契約に係る共済掛金、再共済掛金及び保険料の一部に充てるため漁済

連に交付するものとする。 
 
第２ 運営事業 
１ 補助対象経費 

交付等要綱第３に規定する漁業収入安定対策事業に係る運営事業の補助の対象とな

る経費の範囲は別表のとおりとする。 
２ 漁業共済組合の運営経費の交付 

交付等要綱第３に規定する漁業収入安定対策事業に係る漁業共済組合の運営経費に

ついては、漁済連と漁業共済組合との間で締結する事務委託契約に基づき、漁済連が

組合に交付するものとする。 
 
附則 

１ この通知は、平成２３年４月１日から施行する。 
２ 漁業経営安定対策事業の運用について（平成２０年３月３１日付け１９水漁第３

５８９号水産庁長官通知。以下「旧通知」という。）は廃止する。ただし、この通

知の施行前に旧通知の規定により行うこととされている措置、報告等については、

なお、従前の例によることとする。 
 
附則 

この通知は、平成２４年４月６日から施行する。 
 
附則 

  １ この通知は、平成２６年４月１日から施行する。 
２ 平成２５年度予算に係る改正前の本要綱の規定により行うこととされている事業

については、なお従前の例による。 
 
附則 
  １ この通知は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の「漁業収入安定対策事業の運用について」の規定により

行うこととされている平成２８年度以前の予算に係る事業については、なお従前の

例による。 
 
附則 

この通知は、平成３０年６月１１日から施行する。 
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附則  
この通知は、平成３１年４月１日から施行する。 
 

附則 
１ この通知は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この通知の施行の際現にあるこの通知による改正前の様式（次項において「旧様

式」という。）により使用されている書類は、この通知による改正後の様式による

ものとみなす。 

３ この通知の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。 

４ 令和６年３月３１日までに漁業共済の責任期間が開始する契約については、第１

及び別記様式第１号に定める「資源管理協定」には、「資源管理計画（漁業収入安

定対策事業実施要綱の一部改正について（令和３年３月２６日付け２水漁第１６４

６号農林水産事務次官依命通知）附則の４に定める資源管理計画をいう。）」を含

めるものとする。 

 

附 則 

１ この通知は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の規定により行うこととされている令和３年度以前の予算

に係る事業については、なお従前の例による。 

３ この通知の施行の際現にあるこの通知による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この通知による改正後の様式によるもの

とみなす。 

４ この通知の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り

繕って使用することができる。 

 

附 則 

１ この通知は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この通知の施行の際現にあるこの通知による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この通知による改正後の様式によるもの

とみなす。 

４ この通知の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り

繕って使用することができる。 

 

附 則 

１ この通知は、令和６年４月１日から施行する。  

２ この通知による改正前のこの通知により行うこととされている令和５年度以前の

予算に係る事業については、なお従前の例による。 
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【別表】 

 

運営事業の補助対象経費の範囲 

 

補助対象経費 

 

経費の具体的な内容 

 

漁業収入安定対策の運営に必要な運営事

業費 

 

 

 

 

 

 

漁業収入安定対策の運営に必要な会議

費、旅費、印刷費、通信運搬費、備品費、

消耗品費、パンフレット作成費、ポスター

作成費、ホームページ作成・更新費、会場

借料、人件費、社会保険料、オンラインシ

ステム維持管理経費、漁業収入安定対策を

利用する契約者の所属する漁協に対する

同事業に係る業務への謝金 等 

 

 



（別記様式第１号） 

漁業収入安定対策事業に係る積立契約（積立ぷらす）申込書（新規・変更） 

  年  月  日 

      漁業共済組合 御中 

 （全国漁業共済組合連合会） 

 

漁業収入安定対策事業補助金交付等要綱及び下記の積立契約における留意事項を承

知・同意のうえ、積立契約を締結（変更）したいので関係書類を添えて申し込みます。 

漁 協 の 名 称 漁業協同組合 

申 込 者 住 所  

申 込 者 氏 名    

1. 漁業共済の加入内容 

漁業共済の種類 漁獲・養殖・特定 契約に付す漁業の種類（又は区分）  

契約番号 年度 主番 枝番 加入方式 個別・漁協一括・集団 共済責任期間 年 月 日 ～  年 月 日 

2. 契約条件            (共済組合記入欄) 

契約年漁業者積立額 積立金の分割払 積立金の支払方法 

 

資源管理協定等参画者 積立契約番号 
 

円 1.する ・ 2.しない 口座振替    
 

【積立契約における留意事項】 

○積立契約は、責任開始日が到来する漁業共済契約と合わせて、その漁業共済契約ごとの契約となります。 

○漁業収入安定対策事業に係る資源管理協定又は漁場改善計画に参画し、該当漁業における共済契約において一定以上の契約割合で加入し、

契約方式が地震等限定塡補方式以外の場合、積立ぷらすの契約を締結できます。 

○資源管理協議会等により計画が履行されていないと判断された場合、当年契約は解約となり、既に払戻が行われていた場合は国庫補塡金を返還

していただきます。また、返還等に当たっては積立金から相殺することもあります。 

○契約者は、漁業関係法令違反に関し、逮捕や任意取り調べ等を受けた場合、遅滞なく所属漁協へ報告を行う義務を負うこととなります。 

○資源管理協議会等への虚偽の報告や未報告により不当に払戻金等を取得した場合、国庫補塡金の返還を遅滞なく行う義務が生じ、さら

に次契約は行えなくなります。 

○国から補塡される国庫補塡金は、積立金額の３倍を上限として補塡されますが、政府の予算と全国漁業共済組合連合会に造成された基金の残額

に応じて減額されることがあります。 

○積立金に利息はつきません。 

○積立金の積立ては、共済責任期間の 2/3 を経過するまでの指定される日に口座振替により行います。口座振替が残高不足等本人に帰属する原

因により行われなかった場合、払戻の対象から除かれます。また、振替えられた額をもって契約年の漁業者積立額とします。 

○責任期間途中で契約者の自己都合により積立契約を解約する場合は、解約手数料 10,000 円を徴収させていただくことがあります。 

○積立金は、無払戻又は払戻の確定に合わせ積立金残高の取崩申請する場合と、特別な事情がある場合を除き、取崩すことができません。 

○積立金の残額は、上記取崩申請がない限り、次回契約へ繰り越されます。 

○当該積立契約において、漁業共済契約の支払いにおいて免責された場合等は、その内容により積立金の払戻額が調整されることがあります。 

○漁業共済契約に準じた報告事項等を遵守していただきます。 

【積立契約の加入申込等に伴う個人情報の取扱いについて】 

漁業共済組合は、積立契約に関する個人情報を「漁業収

入安定対策事業」の実施に利用するほか、以下の利用、提

供、登録を行います。 

漁業共済組合が取得した契約に関する個人情報は、積立

契約の事業実施主体である全国漁業共済組合連合会及び

水産庁に提出します。また、各都道府県や全国に設置されて

いる資源管理協議会等、積立契約の補助を行う団体及び漁

業協同組合等に当該事業に関する情報の提供を行い、又は

これらの者から当該事業に必要な情報の提供を受けることが

あります。また、国及び地方公共団体は、漁業関係法令違反

に関する個人情報を資源管理協議会等に提供することがあ

ります。 

なお、本申込書を提出した場合は、上記個人情報の取扱い

について同意したものとして取り扱います。 

 



（別記様式第２号）

私は、下記の収納代行会社から請求された金額を私名義の下記預金口座から預金口座
振替によって支払うこととしたいので、預金口座振替規定を確約のうえ依頼します。

年 月 日
注：

（数字のみを右づめでご記入下さい）

捨印

口座名義人

〈収納企業記入欄〉

〈共済組合記入欄〉

年 月

漁業協同組合

※（注：記入日から２ヶ月後以降にしてください（金融機関が確認し受理する期間を考慮）。

＜預金口座振替規定＞
1 ． 信漁連、漁協、農協、銀行、信用金庫、信用組合、労働金庫等（以下銀行という。）に

請求されたときは、私に通知することなく、請求書記載金額を預金口座から引落しのうえ

支払って下さい。

この場合、預金規定または当座勘定規定にかかわらず、預金通帳、同払戻請求書の提

出または小切手の振出しはしません。また引落後の代金領収書は請求いたしません。

2 ． 振替日において請求書記載金額が預金口座から払戻することのできる金額（当座貸越

を利用できる範囲内の金額を含む。）をこえるときは、私に通知することなく、請求書

を返却してもさしつかえありません。

3 ． この契約を解約するときは、私から銀行に書面により届出ます。

なお、この届出がないまま長期間にわたり会社から請求がない等相当の事由があると

きは、とくに申出をしない限り、銀行はこの契約が終了したものとして取り扱ってさし

つかえありません。 １．預金取引なし　　　　　３．印鑑相違
4 ． この預金口座振替についてかりに紛議が生じても、銀行の責めによる場合を除き、銀 ２．記載事項相違　　　　　４．その他

行には迷惑をかけません。 店名、預金種目

口座番号、口座名義

備考

（金融機関へのお願い）
・この預金口座振替依頼書に不備がありましたら、不備返却事由欄の （不備返却先）

該当項目に○印をつけて速やかに右記へご返送ください。

ご契約者→共済組合→委託者（漁済連）→（収納代行会社）→金融機関 （金融機関用）

信 用 組 合

労 働 金 庫

信 漁 連

漁 協 ・ 農 協

銀 行

金融機関コード 支所コード

信 漁 連

漁 協 ・ 農 協

銀 行

信 用 金 庫 御中

委 託 者 コ ー ド

（フリガナ）

ご契約者名

都道府県名

ご契約者電話番号

太枠の中のみご記入ください。捨印
も必ず押印してください。

振替日 ８日（金融機関休業日の場合は翌営業日）

ご記入日

信 用 金 庫
支 所

収納代行会社名

２．当座

口 座 番 号

℡

預金種目

（どちらかに○印）

預 金 口 座 振 替 依 頼 書
（積立ぷらす（漁業収入安定対策事業）用）

支 店

信 用 組 合

労 働 金 庫

金融機関

全国漁業共済組合連合会

8 2 0 1 9 2 4 4

出張所

１．普通

口 座 管 理 番 号

収納企業名

お届け印

預

金

口

座

（フリガナ）

漁協コード －

都道府県コード

年　　月　　日

料金等の種類 積 立 金 等

漁協名

年　　月　　日

対象者コード
振替開始年月

※（注

共済組合確認日 漁済連確認日

検印 印鑑照合 受付印

不備返却事由

金融機関使用欄

00 0 0



 （別記様式第３号） 
新 規 就 業 者 確 認 書 

 
 
         漁業協同組合 御中 
 
 漁業収入安定対策事業における新規就業者対策助成を受けたいので、以下の項目につい

て確認をお願いいたします。 
なお、私は、漁業に就業したことがないことを誓約いたします。また、本事業における新

規就業者要件を満たさなくなったときは、その事由と発生日を速やかに貴漁業協同組合に

報告します。 

 

 

１）私が新規就業したのは、〇〇年〇月です。 

２）私は、独立して漁業経営を営んでいます。 

 

  ※申請者は、漁協の確認を受ける際、履歴書等を添付すること 

 

（申込者住所）         

（申込者氏名）〇〇 〇〇   

 

 

 

 

 

 

今般、漁業収入安定対策事業の新規就業者対策助成を受ける上の申込者については、上記

１）２）の事項に相違ないことを確認いたしました。 

 

 

                                 年  月  日 

 

               （所属漁協住所） 

     （所属漁協名）                  

※漁協においては、申請者の履歴書等により確認を行うこと 
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